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１
 
 愛媛県次世代育成支援対策地域協議会委員、愛媛県少子化対策推進連絡会議会員名簿 

【愛媛県次世代育成支援対策地域協議会】 

会 長 塩 崎 千枝子 松山東雲女子大学人文学部教授 

副会長 伊 東 道 子 愛媛県児童館連絡協議会会長 

委 員 青 野   勲 今治市健康福祉部子育て支援課長 

〃 岩 丸 裕 建 社団法人愛媛県法人会連合会事務局長 

〃 四 方 智 美 愛媛労働局雇用均等室長 

〃 杉 本 宗 之 日本労働組合総連合会愛媛県連合会事務局長 

〃 善 家 千 鶴 愛媛県母子寡婦福祉連合会会長 

〃 田 福 佳 子 愛媛県保育協議会副会長 

〃 友 川   礼 日本子ども家庭総合研究所嘱託研究員 

〃 新 野 正 治 愛媛県医師会理事 

〃 堀 田 真 奈 公募委員 

〃 山 本 由美子 特定非営利活動法人子育てネットワークえひめ代表理事 

【愛媛県少子化対策推進連絡会議】 

会 長 森   憲 宣 保健福祉部 生きがい推進局長 

副会長 中 田 幸 子 保健福祉部 生きがい推進局 子育て支援課長 

会 員 伊 藤   優 総 務 部 新行政推進局 私学文書課長 

〃 門 田 公 一 企画情報部 管  理  局 企画調整課長 

〃 山 本 亜紀子 県民環境部 管  理  局 男女参画課長 

〃 藤 田 聡 彦 県民環境部 防  災  局 消防防災安全課長 

〃 竹 本 道 代 保健福祉部 管  理  局 保健福祉課長 

〃 藤 川 和 之 保健福祉部 管  理  局 医療対策課長 

〃 新 山 徹 二 保健福祉部 健 康 衛 生 局 健康増進課長 

〃 岩 井 広 志 保健福祉部 生きがい推進局 障害福祉課長 

〃 境   伸 栄 経済労働部 管  理  局 労政雇用課長 

〃 池 上 正 彦 農林水産部 農 業 振 興 局 農産園芸課長 

〃 中 川 正 弘 土 木 部 道 路 都 市 局 建築住宅課長 

〃 眞 鍋 幸 一 教育委員会事務局 管 理 部 生涯学習課長 

〃 福 本 純 一 教育委員会事務局 指 導 部 義務教育課長 

〃 竹 本 公 三 教育委員会事務局 指 導 部 高校教育課長 

〃 玉 岡 浩 三 警察本部 生 活 安 全 部 生活安全企画課長 
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２ 児童の権利に関する条約 
（子どもの権利条約） 

 
条約締結の経緯と趣旨 
 
 平成元年（1989 年）の国際連合の総会で「児童の権

利に関する条約」ができました。 

 この条約は、18歳未満のすべての子どもを対象とす

るものです。子どもの人としての権利や自由を尊重し、

子どもに対する保護と援助を促進することをめざして

います。 

 日本は、平成6年4月にこの条約に入りました。 

 

 世界には、貧困、飢え、武力紛争、虐待などのひど

い状態に置かれ苦しんでいる子どもが数多くいます。

この条約は、各国がこうした現実に目を向け、子ども

たちの人権を尊重し、保護していくためにつくられた

ものです。 

 もちろん、国によっていろいろ違った考え方、文化、

伝統や法律があるのですが、この条約は、その中で、

各国が協力していくことをめざしたものです。 
 
条約の主な内容 
 
１．18歳未満のすべての子どもを対象とします。 

２．子どもが人種、性、出身などで差別されてはいけ

ません。 

３．子どもの成長のために何が最も大切かを考慮しま

しょう。 

４．両親は子どもを守り、指導する責任があります。 

５．両親の意思に反して子どもを親から引き離しては

いけません。 

６．子どもが自分のことについて自由に意見を述べ、

自分を自由に表現し、自由に集いを持つことが認め

られるべきです。しかし、そのためには、子どもも、

ほかのみんなのことをよく考え、道徳を守っていく

ことが大切です。 

７．子どもは暴力や虐待（むごい扱い）といった不当

な扱いから守られるべきです。 

８．家庭を失ったり、難民となった子どもに保護と援

助が与えられるべきです。 

９．体などが不自由な子どもには特別の養護が与えら

れるべきです。 

10．子どもの健康を守るための医療サービスが与えら

れるべきです。 

11．子どもは教育を受けることが認められるべきです。 

12．子どもは遊びやレクリエーションを行い、文化・

芸術活動に参加することが認められるべきです。 

13．子どもが法律に反して自由を奪われたり、正しい

裁判なしに犯罪を犯したと認められることがあって

はなりません。 
※ 上記の説明文は、子ども向けのパンフレットとして、

外務省国内広報課が作成したものの一部です。 

 

児 童 憲 章 
 
この憲章は、中央児童福祉審議会の発議によって、

昭和26年（1951年）5月5日の子どもの日に制定した

もので、すべての国民が「憲法の精神にしたがい」子

どもを「人として」尊重し、「社会の一員」として重ん

じ、「よい環境のなかで」育てることをうたい、「心身

ともに健やかに」産み、育て、「人類の平和と文化に貢

献」するよう導くことを宣言しています。 

 
全文 
 
われらは、日本国憲法の精神にしたがい、児童に対

する正しい観念を確立し、すべての児童の幸福をはか

るために、この憲章を定める。 

 

児童は、人として尊ばれる。 

児童は、社会の一員として重んぜられる。 

児童は、よい環境の中で育てられる。 

 

１．すべての児童は、心身ともに、健やかにうまれ、

育てられ、その生活を保障される。 

２．すべての児童は、家庭で、正しい愛情と知識と技

術を持って育てられ、家庭に恵まれない児童には、

これにかわる環境が与えられる。 

３．すべての児童は、適当な栄養と住居と被服が与え

られ、また、疾病と災害から守られる。 

４．すべての児童は、個性と能力に応じて教育され、

社会の一員としての責任を自主的に果すようにみち

びかれる。 

５．すべての児童は、自然を愛し、科学と芸術を尊ぶ

ように、みちびかれ、また、道徳的心情がつちかわ

れる。 

６．すべての児童は、就学のみちを確保され、また、

十分に整った教育の施設を用意される。 

７．すべての児童は、職業指導を受ける機会が与えら

れる。 

８．すべての児童は、その労働において、心身の発育

が阻害されず、教育を受ける機会が失われず、また

児童としての生活がさまたげられないように、十分

に保護される。 

９．すべての児童は、よい遊び場と文化財を用意され、

わるい環境から守られる。 

10．すべての児童は、虐待、酷使、放任その他不当な

取扱からまもられる。 

あやまちをおかした児童は、適切に保護指導される。 

11．すべての児童は、身体が不自由な場合、または精

神機能が不十分な場合に、適切な治療と教育と保護

が与えられる。 

12．すべての児童は、愛とまことによって結ばれ、よ

い国民として人類の平和と文化に貢献するようにみ

ちびかれる。 
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３ 用語解説 

 
■ アルファベット ■■■ 
ＬＥＤ信号機（P62） 
 発光光源として LED（発光ダイオード：Light 
Emitting Diode）を用いた信号機で、従来の白熱電球
を発光光源とした信号機と比べ、寿命が10年以上と長
く、消費電力が４分の１～６分の１と省電力であるほ
か、擬似点灯（太陽光が当たった場合に信号機が点灯
しているように見える現象）の防止効果等の利点があ
る。 
 
ＭＦＩＣＵ（母体・胎児集中治療室）（P42） 
切迫早産や胎児異常などの重篤な母体・胎児に対し
て、高度な医療の中で集中治療できる施設。 
 

ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）（P24、42） 
小さく生まれた、予定より早く生まれた、病気を持
って生まれた等の新生児に対して、高度な医療の中で
集中治療ができる施設。 
 

■ あ行 ■■■ 
1.57ショック（P2） 
1 人の女性が生涯に何人の子どもを産むかという理
論的な数値である合計特殊出生率が，平成元年（1989
年）には1.57人と，それまで戦後の最低値であった昭
和41年（1966年）ひのえうまの1.58人を下回る戦後
の最低値を記録したことの驚きを表す言葉。 
 

一般事業主行動計画（P66、72） 
次世代育成支援対策推進法に基づき、仕事と子育て
の両立を図るために必要な雇用環境の整備を進める各
事業主が策定するもの。計画期間や目標、その達成の
ための対策と実施時期を定める。301人（平成23年４
月１日からは 101 人）以上の労働者を雇用する事業主
は策定義務を、300人（同100人）以下の労働者を雇用
する事業主は努力義務を負う。 
 

インターンシップ（P50） 
生徒が事業所などの職場で働くことを通じて、職業
や仕事の実際について体験したり、働く人々と接した
りする学習活動。 
 
えひめ学園（P55、56） 
不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家
庭環境その他の環境上の理由により生活指導等を要す
る児童を入所させるなどにより、個々の児童の状況に
応じて必要な指導を行い、その自立を支援し、あわせ
て退所した者について相談その他の援助を行うことを
目的とする児童自立支援施設として県が設置している
施設。 
 

えひめ教育の日（P44） 
教育に対する県民の意識・関心を高め、行政や学校
だけではなく、家庭や地域などが一体となって、本県
教育の推進を図るため、県民総ぐるみで愛媛の教育に
ついて考え、行動する契機となる日として、平成20年

に、教育関係団体や県・市町の教育委員会などで組織
する「えひめ教育の日推進会議」が、毎年11月１日(県
及び市町の教育委員会の発足日)を「えひめ教育の日」
と定めた。 
 
えひめ教育月間（P44） 
県民が教育について考え、行動する契機とするため、
「えひめ教育の日」と併せ、毎年11月を「えひめ教育
月間」と定めた。11月に各学校や教育関係団体等が、
地域等において関連行事を集中的に実施し、県民（家
庭や地域の人々）の積極的な参加を促すこととしてい
る。 
 
えひめ結婚支援センター（P38） 
未婚化・晩婚化に対応するため、企業団体が中心と
なってＮＰＯや市町等と連携しながら、未婚の男女を
対象とする結婚支援イベントを実施し、当該イベント
においてマッチングした男女の引き合わせ、交際フォ
ローをすることにより、結婚を支援する組織。平成20
年11月11日開設。 
 
愛媛県総合教育センター（P44） 
教育に関する専門的な調査及び研究、教職員の研修、
教育相談などに関する業務を行う施設。教育相談は、
月～金曜日（年末年始、祝日を除く。）の8:30～17:15
に受け付けている。 
 
愛媛県防犯モデルマンション登録制度（P61） 
愛媛県防犯協会連合会が実施する事業で、３階建て
以上の中高層住宅を対象に、外部から侵入されにくい、
盗難に遭いにくい構造等、一定の審査基準をクリアし
た建物を「防犯モデルマンション」として登録する制
度。 
 
愛媛県母子寡婦福祉連合会（P60） 
県内の母子寡婦福祉会の連絡調整を図り、母子家庭
及び寡婦の物心両面にわたる自立更生を援助してその
福祉の増進を期するために設立された財団法人で、県
の委託を受け、母子家庭等就業・自立支援センターの
運営を行っている。 
 
えひめ広域スポーツセンター（P49） 
地域住民が主体的に運営するスポーツクラブのこと
で、（財）愛媛県スポーツ振興事業団内に設置。専任指
導員を中心に、クラブ設立に向けて普及啓発活動や情
報提供等を行う。 
 
えひめ児童生徒をまもり育てるサポート制度（P54） 
学校と警察が相互に児童生徒の問題行動に関する情
報交換を行い、連携して非行を防止するなど、児童生
徒の健全育成を推進するための制度。 
 

■ か行 ■■■ 
学校トラブルサポートチーム（P54） 
生徒の重大な問題行動や保護者等から理不尽な要求
があった学校を専門的な立場から支援するためのチー
ム。弁護士、医師、大学教授、警察関係者等の専門家
で構成されている。 
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学校評議員（P51、52） 
地域住民の学校経営へ参画の仕組みを制度的に位置
付けるものとして導入された。校長は学校評議員から
得た意見を参考にしながら、特色ある開かれた学校づ
くりを実現していくことができる。 
 

教育課程説明会（P49） 
学習指導要領に示されている指導する領域や内容を
明確にするとともに、地域や学校、児童生徒の実態な
どを考慮しながら各学校において特色のある教育計画
を作成するための研究協議を行う会議。 
 

構造改革特区制度（P36） 
民間事業者や地方公共団体等の自発的な発案により、
特定の地域を対象に規制を緩和し、地域経済の活性化
を図ろうとする制度。 
 

高等技能訓練促進費受給者（P60） 
所得が児童扶養手当支給水準の母子家庭の母が、資
格取得のために２年以上養成機関で修業する場合に支
給される補助金。 
 

心と体の健康センター（P43、53） 
精神保健福祉法に基づき、精神保健福祉の向上や精
神障害者の福祉の増進を図るために設置されている。
松山市本町７丁目総合保健福祉センター内にある。 
 

子育て家庭応援事業四国協議会（P39） 
四国４県の子育て家庭応援事業の協同実施や広域連
携事業の検討・実施を行うために、19年６月に四国４
県の次世代育成支援対策担当課長を会員として設置さ
れた協議会。19年度には全国公募による四国子育て家
庭応援シンボルマークの作成、20年度には４県の子育
て家庭優待事業の相互利用やコンビニ、道の駅、高速
道路ＳＡ/ＰＡの協力を得て四国子育て家庭応援キャ
ンペーンを実施。 
 

子ども療育センター（P26、57、58） 
肢体不自由児と重症心身障害児の療育を目的とした
児童福祉法に基づく児童福祉施設で、医療法に基づく
病院としての機能も有する。松山市にあった「愛媛整
肢療護園」を東温市田窪の「しげのぶ特別支援学校」
隣接地に移転改築し、平成19年４月に開所した。 
 

キャリア教育（P36） 
勤労観、職業観を身に付け、社会人・職業人として
自立していくことができるようにするための教育。 
 

合計特殊出生率（P2、6、26） 
その年次の15 ～ 49歳までの女性の年齢別出生率を
合計したもので、１人の女性が、仮にその年次の年齢
別出生率で一生の間に子どもを産むと仮定したときの
子ども数に相当する。若年期の死亡率が低下している
我が国においては、夫婦２人からおおむね２人の子ど
もが生まれれば人口が制止することになり、いわゆる
人口置換水準は、2.08となっている。 
 
 

個別の教育支援計画（P58） 
各学校において、障害のある子どもにかかわる様々
な関係者（教育、医療、福祉等の関係者、保護者等）
と子どもの障害の状態等に関わる情報を共有化し、教
育的支援の目標や内容、関係者の役割分担などについ
て計画を作成したもの。 
 
■ さ行 ■■■ 
サイバー犯罪（P33、62） 
コンピュータや電磁的記録を対象とした犯罪、ネッ
トワークを利用した犯罪のほか、不正アクセス行為の
禁止等に関する法律違反。 
 
里親（P55、56） 
養育里親、要保護児童を養育することを希望する者
で養子縁組によって養親となることを希望するもの及
び親族里親のうち都道府県知事が児童を委託する者と
して適当と認めるもの。 
 
シックハウス症候群（P64） 
居住環境において化学物質等により汚染された空気
を起因とした健康障害の総称。近年の住宅の高気密化
による換気量の低下や化学物質を多量に用いた建材の
使用により、新築や改築後の住宅などで化学物質によ
る室内空気汚染などがあり、居住者に様々な健康被害
（疲労感、頭痛、めまい、吐き気、くしゃみ、鼻水、
目やのどの痛み、呼吸困難など）が生じている事例が
ある。 
 
指定管理者（P64） 
平成15年の地方自治法の一部改正により導入された
制度であり、公の施設の管理について、従来の公共的
団体等への管理委託制度に代わり、議会の議決を経て
指定される「指定管理者」に管理を委任するもの。指
定管理者の範囲については特に制約が設けられておら
ず、民間事業者も含まれる。 
 
児童委員及び主任児童委員（P44） 
児童委員は、子育て、妊娠、出産、母子家庭などに
対して、相談・援助、行政サービスの紹介などを行う。
主任児童委員は、地域の児童健全育成活動や児童、妊
婦等への援助活動などに従事するほか、地域に配置さ
れている児童委員と関係機関との連絡調整なども行う。 
 
児童家庭支援センター（P53、54、56） 
地域の児童の福祉に関する各般の問題につき、児童、
母子家庭その他の家庭、地域住民その他からの相談に
応じ、必要な助言を行うとともに、保護を必要とする
児童またはその保護者に対する指導を行い、あわせて
児童相談所、児童福祉施設等との連絡調整等を総合的
に行い、地域の児童、家庭の福祉の向上を図ることを
目的とする児童福祉法に定める施設。 
 
児童館（P24、26、33、39、64、76） 
児童福祉法に定める児童厚生施設で、児童に健全な
遊びを与え、その健康を増進し、情操を豊かにするこ
とを目的とする施設。 
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児童虐待（P 18、26、27、55） 
保護者により子ども（18歳に満たない者）に加えら
れた行為で、子どもの心や身体を傷つけたり、健全な
育成や発達を損なう場合を言い、生命の危険のある暴
行等に限らず、子どもに対する不適切なかかわりは全
て含む。児童福祉法では (１)身体的虐待、(２)性的虐
待、(３)保護の怠慢・拒否（ネグレクト）、(４)心理的
虐待の４つの行為類型を児童虐待として規定している。 
 
児童虐待の防止等に関する法律（P18） 
児童に対する虐待の禁止、児童虐待の予防及び早期
発見その他の児童虐待の防止に関する国及び地方公共
団体の責務、児童虐待を受けた児童の保護及び自立の
支援のための措置等を定めることにより、児童虐待の
防止等に関する施策を促進し、もって児童の権利利益
の擁護に資することを目的として制定された法律。 
 
児童虐待防止等地域ネットワーク（P24、26） 
児童虐待に関する諸問題について、福祉・保健・医
療・警察・司法など子どもと家庭に接する機会のある
関係機関が連携して、児童虐待の早期発見・対応や発
生予防などを図るための体制づくりを目的として市町
単位など地域において組織するネットワーク。児童福
祉法において要保護児童地域対策協議会と規定。 
 
児童扶養手当（P59） 
父と生計を同じくしていない児童（満18歳の年度末
までにある児童、心身障害児にあっては満20歳未満）
を監護している母又は養育者に対して支給される手当。
平成22年８月分からは父子家庭にも支給される予定。 
 
児童養護施設（P55、56） 
保護者のいない児童（乳児は除く。ただし、安定し
た生活環境の確保その他の理由により特に必要のある
場合には、乳児を含む。以下、同じ。）、虐待されてい
る児童その他環境上養護を要する児童を入所させて、
これを養護し、あわせて退所した者に対する相談その
他の自立のための援助を行うことを目的とする施設。 
 
児童憲章（P2） 
子どもの健やかな成長を願って昭和26年（1951年）
５月５日の「こどもの日」に制定された子どものため
の権利宣言。子どもの社会保障・家庭・教育・労働・
文化・保護などの権利と、それに対する社会の義務と
責任をうたっている。 
 
児童センター（P33、64） 
児童館の機能に加え、児童の体力増進に関する特別
の指導機能を併せ持った施設。 
 
児童相談所（P 18、24、26、32、33、44、53、54、
55、56） 
児童福祉法に定める各種の措置を取る児童福祉行政
の中枢機関。児童に関するあらゆる相談に応じて、必
要な調査、診断、判定を行い、それに基づいて児童や
保護者に対して必要な指導や措置を行う。 
 
 

児童の権利に関する条約（P 2） 
18 歳未満のすべての子どもの保護と基本的人権の尊
重を促進することを目的として、平成元年（1989 年）
11 月 20 日に国連総会において全会一致で採択された
もので、「子どもの権利条約」とも呼ばれている。我が
国は、平成２年（1990年）９月21日に条約に署名、平
成６年（1994年）４月22日に批准を行い（世界で158
番目）、同年５月 22 日から発効している。条約では、
子どもは、保護され、支援されるべき存在として、「生
きる権利」、「育つ権利」、「守られる権利」及び「参加
する権利」の４つの権利を守ることとされている。 
 
次世代育成支援対策推進法（次世代法）（P2、66、
72、73） 
我が国における急速な少子化の進行等を踏まえ、次
代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成
される環境の整備を図るため、次世代育成支援対策に
ついての基本理念を定めるとともに、国による行動計
画策定指針並びに地方公共団体及び事業主による行動
計画の策定等の次世代育成支援対策を迅速かつ重点的
に推進するために必要な措置を講ずることを定めた法
律。平成15年７月16日公布。 
 
食育（P50） 
健全な食生活を実践することができる人間を育てる
ため、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」
を選択する力を習得するもの。 
 
自立援助ホーム（P55、56） 
義務教育終了児童等につき日常生活上の援助及び生
活指導並びに就業の支援、相談その他の援助を行う事
業。（児童自立生活援助事業） 
 
自立支援教育訓練費受給者（P60） 
所得が児童扶養手当支給水準で、雇用保険の教育訓
練給付の受給資格のない母子家庭の母が、教育訓練給
付講座を受講した場合に支給される補助金。 
 
授業評価システムガイドライン（P51） 
県内の小中学校において、組織的・継続的な授業改
善を行う授業評価システムを構築し、授業評価を基に
授業改善が円滑かつ効果的に実施されるよう県教育委
員会が平成20年３月に作成したガイドライン。 
 
周産期医療ネットワーク（P24、42） 
ＮＩＣＵやＭＦＩＣＵ等の高度な医療設備が整備さ
れている医療機関と、地域の分娩機関（病院、診療所、
助産所）が連携して、情報提供や搬送・受入等を円滑
に行うことにより、妊産婦や新生児の状況に応じた適
確な医療を迅速に提供するシステム。 
 
周産期死亡率（P42） 
周産期死亡数は、妊娠満22週以後の死産数と出生後
満７日未満の早期新生児死亡数を加えたものであり、
周産期死亡率とは、年間の 1,000 出産に対する周産期
死亡数の比率である。なお、出産数は、出生数に妊娠
満22週以後の死産数を加えたものである。 
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重症心身障害児（者）（P57、58） 
重度の肢体不自由と重度の知的障害とが重複した状
態を重症心身障害といい、その状態にある子どもを重
症心身障害児、さらに成人した重症心身障害児を含め
て重症心身障害児(者)という。 
 
小規模グループケア（P55） 
児童養護施設において、虐待を受けるなど心に深い
傷を持つ子どものうち、他の入所児童への影響が懸念
される等手厚いケアを要するこどもに対して、小規模
なグループによるケアを行う体制。 
 
小児慢性特定疾患（P48） 
小児慢性疾患のうち、治療が長期にわたり児童の健
全な育成が阻害されると、国が指定した疾病。 
 
少年心理専門員（P62） 
臨床心理士の資格を有する愛媛県警察の少年補導職
員で、心理の専門的知識を生かし、少年や関係者への
カウンセリング等を行う。 
 
少年補導センター（P53） 
市町が設置主体となり、警察、教育、福祉機関の合
同活動の拠点として、街頭補導、相談活動、青少年に
有害な環境浄化活動等を行い、非行少年の早期発見や
非行の未然防止に取り組んでいる機関。 
 
少年補導委員（P53） 
地域ぐるみでの少年非行や健全育成活動を推進する
ために地域住民で構成する少年警察ボランティア。一
般的な少年補導委員は、所轄警察署長の推薦により警
察本部長が委嘱するものとされており、「愛の一声運
動」などを通して、街頭補導活動や環境浄化活動に取
り組んでいる。 
 
障害児ふれあい体験学習（P58） 
特別支援学校小・中学部の児童生徒が、居住地の小･
中学校の学校行事や授業等に参加し、一緒に活動する
ことを通して、相互理解を深め、豊かな人間性をはぐ
くむことを目的とした学習。 
 
障害者自立支援協議会（P57） 
障害者の地域生活を支援するために、地域で把握さ
れたニーズや課題について、事業者や自治体を中心に
地域全体で検討していくための協議の場。 
 
情緒障害児短期治療施設（P56） 
軽度の情緒障害を有する児童を、短期間、入所させ、
又は保護者の下から通わせて、その情緒障害を治し、
あわせて退所した者について相談その他の援助を行う
ことを目的とする施設。 
 
新生児死亡率（P42） 
出生1,000 人に対する生後４ 週（28 日）未満の死
亡数。 
 
 
 

セーフティーリーダー（P62） 
道路における交通の安全や円滑のために、地域にお
いて行われる各種の運動等のリーダーとして活躍して
いるボランティアの人たちの中から、県公安委員会が
地域交通安全活動推進委員として委嘱した人たちの名
称。 
 
先天性代謝異常等検査（P40、41） 
心身の発達に必要なある種の酵素が、生まれつき欠
損していたり、ホルモンの合成の異常が原因で起こる
疾患を対象に、生後３～４日目に採血し､検査をしてい
る。これらの疾患は、放置すれば重度の障害を起こし
たり、死亡したりすることもあるが、早期に発見し治
療することで、発症を防ぐことができる。 
 
総合型地域スポーツクラブ（P49、50） 
地域住民の自主的、主体的な運営により、子どもか
ら高齢者まですべての世代の人が、身近な学校や公共
スポーツ施設等を活用しながら、生涯を通してスポー
ツに親しめる環境づくりを目指して活動しているスポ
ーツクラブ。 
 
総合周産期母子医療センター（P42） 
ＭＦＩＣＵやＮＩＣＵなどを備え、合併症妊娠や重
い妊娠高血圧症候群、切迫早産など、リスクの高い妊
娠に対する医療や高度な新生児医療を提供する周産期
医療の中核施設。 
 
■ た行 ■■■ 
多様就業型ワークシェアリング（P65） 
短時間勤務や隔日勤務など、多様な働き方の選択肢
を拡大することについて社会全体で取り組むワークシ
ェアリング。 
 
地域子育て支援拠点施設（P44、45） 
子育て中の親子の相互交流、子育て支援情報の提供
など、地域の育児支援活動の拠点となる施設。①ひろ
ば型（商店街の空き店舗等の常設の広場で実施）、②セ
ンター型（保育所等のほか、各地域に出向いて実施）、
③児童館型（児童館で実施）の３つの形態がある。 
 
地域周産期母子医療センター（P24、42） 
産科及び小児科（新生児診療を担当するもの）等を
備え、母体や胎児、新生児に対する比較的高度な医療
を提供できる施設。 
 
地域小規模児童養護施設（P55） 
児童養護施設を運営している法人の支援のもと、近
隣住民との適切な関係を保持しつつ、家庭的な環境の
中で養護を実施することにより、子どもの社会的自立
の促進に寄与するため、地域社会の民間住宅等を活用
して養護を行う施設。 
 
地域若者サポートステーション（P36） 
ニートの状態にある若者とその保護者に対し、専門
的な相談、各種プログラム、職場体験、地域ネットワ
ークを活用した支援など、多様な就労支援メニューを
提供する拠点施設。 
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特別支援教育コーディネーター（P57） 
各学校において、障害のある全ての子どもの教育的
支援の充実のため、学校内の関係者や外部の関係機関
との連絡調整、保護者に対する相談窓口、校内委員会・
校内研修の運営や推進等といった役割を担う者。 
 
■ な行 ■■■ 
ニート（P31、36） 
NEET（Not in Education, Employment or Training） 
15～34 歳の非労働力人口のうち、家事も通学もしてい
ない者。 
 
日本版デュアルシステム訓練（P36、37） 
「働きながら学ぶ、学びながら働く」ことにより若
者を一人前の職業人に育てる新しい職業訓練システム。
教育訓練機関（高等技術専門校等）での訓練と企業に
おける研修、実習訓練を並行的に実施し、その企業で
の常用雇用をめざす。 
 
乳児院（P56） 
乳児（保健上、安定した生活環境の確保その他の理
由により特に必要のある場合には、幼児を含む。）を入
院させて、これを養育し、あわせて退院した者につい
て相談その他の援助を行うことを目的とする施設。 
 
乳児家庭全戸訪問事業（P55、56） 
市町が、その区域内における原則としてすべての乳
児のいる家庭を訪問することにより、子育てに関する
情報の提供並びに乳児及びその保護者の心身の状況及
び養育環境の把握を行うほか、養育についての相談に
応じ、助言その他の援助を行う事業。 
 
乳児死亡率（P42） 
出生1,000 人に対する生後１年未満の死亡数。 
 
認可外保育施設（P33、47） 
児童福祉法による認可を受けないで、保護者との私
的契約により乳児または幼児を保育する施設で、ベビ
ーホテル・事業所内保育・その他の施設（託児所等）
がある。 
 
認定こども園（P46、47） 
就学前の保育に欠ける子ども、欠けない子どもを共
に受け入れて、現行の幼稚園、保育所と同じレベルの
教育・保育を一体的に提供し、合わせて、地域の保護
者の子育て支援を行う施設であり、申請に基づき県が
認定するもの。 
 
ノーマライゼーション（P32、57） 
障害者を特別視するのではなく、一般社会の中で普
通の生活が送れるような条件を整えるべきであり、共
に生きる社会こそノーマルな社会であるとの考え方。 
 
■ は行 ■■■ 
ファックスネットワーク（Ｆネットシステム）（P61） 
 幼児、児童及び生徒の安全に不安を与える事案が発
生した時に、警察署から周辺の学校等へファックスに
より情報を送信するシステム。 

 
ファミリー・サポート・センター（P20、24、25、
45、69） 
急な残業や子どもの病気など、保育施設では対応で
きない変動的・変則的な保育ニーズに対応するため、
地域において子どもの預かり等の援助を行いたい者と
援助を受けたい者からなる会員制の相互援助組織とし
て、市町が設置・運営するもの。 
 
ファミリーハウスあい（P48） 
難病により遠隔地から入院・通院している子どもや
その家族が低料金で滞在することのできる施設。敬宮
愛子様ご誕生慶祝事業として県が建設。松山市室町に
ある。 
 
ファミリーホーム（P55、56） 
保護者のない児童又は保護者に監護させることが不
適当であると認められる児童の養育に関し相当の経験
を有する者等の住居において養育を行う事業。（小規模
住居型児童養育事業） 
 
フィルタリングソフト（P53） 
インターネットを利用して公衆の閲覧に供されてい
る情報を一定の基準に基づき選別し、インターネット
を利用する青少年の有害情報の閲覧を制限するための
プログラムをいう。 
 
婦人相談所（P24、26） 
要保護女子の転落防止と保護更正を図る婦人保護事
業の中枢機関。また、配偶者からの暴力被害女性の保
護・相談・指導にも当たるほか、女性の一般相談にも
対応。 
 
フッ素洗口（P50） 
むし歯予防効果のあるフッ素（フッ化物）を使用し
て洗口することによるむし歯予防方法。幼稚園や保育
所、学校等で多数の子どもを対象に容易に実施できる
ほか、安全・安価で効果が高い。 
 
不妊専門相談センター（P43） 
不妊で悩む夫婦等を対象に、専門の医師等が不妊に
関する相談指導・情報提供及び専門相談員の研修等を
行う機関。愛媛県では、平成11年に心と体の健康セン
ター（旧健康増進センター）に設置。 
 
フレックスタイム制度（P65） 
1か月以内の一定期間（清算期間）における総労働時
間をあらかじめ定めておき、労働者はその枠内で各日
の始業及び終業の時刻を自主的に決定し働く制度で、
労働者がその生活と業務の調和を図りながら、効率的
に働くことができ、労働時間を短縮しようとするもの。 
 
保育所保育指針（P2） 
一定の保育水準を保つために、保育所の保育内容や
運営等について定めたもの。新しい保育所保育指針は、
平成 20 年３月に告示され、平成 21 年４月から施行さ
れている。 
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放課後子ども教室（P 26、47、51、64、69） 
すべての子どもを対象に、放課後や週末に安全・安
心な子ども活動拠点（居場所）を設け、地域住民の参
画を得て、子どもたちと共に勉強やスポーツ・文化活
動、地域住民との交流活動等の取組みを推進するもの。 
 
放課後児童クラブ（P 20、24、25、47、69） 
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就
学している概ね10歳未満の児童に対し、授業の終了後
に学校の余裕教室や児童館等を利用して適切な遊びや
生活の場を提供するもの。 
 
放課後児童指導員（P 47、64、69） 
放課後児童クラブに配置されている職員で、クラブ
に参加する児童の健康管理や安全確保のほか、遊びを
通じた放課後児童の健全育成を図る。 
 
保健所（P40、41、50、53、57、64） 
地域保健法に基づき､地域における公衆衛生の向上
及び増進を図るために設置された機関。 
 
母子及び寡婦福祉法（P2） 
母子及び寡婦福祉施策の中心となる法律。母子家庭
の急増等の状況の変化に対応して平成14年に改正され、
ひとり親等に対する「きめ細かな福祉サービスの展開」
と母子家庭の母等に対する「自立の支援」に主眼をお
いた内容となった。「母子家庭及び寡婦自立促進計画」
についても、その際に規定された。 
 
母子自立支援員（P59） 
母子及び寡婦福祉法により、母子家庭及び寡婦を対
象に生活一般及び就業についての相談指導等を行うた
めに置かれた福祉事務所の職員。母子家庭等に対する
総合的な相談窓口として重要な役割を担っている。 
 
ポジティブ・アクション（P65） 
固定的な性別による役割分担意識や過去の経緯から、
男女労働者の間に事実上生じている差があるとき、そ
れを解消しようと、企業が行う自主的かつ積極的な取
組みのこと。 
 
■ ま行 ■■■ 
まもるくんの家（P26） 
地域をあげて児童生徒の安全を確保するため、通学
路の商店や住宅などに保護や連絡を依頼する制度。 
 
まもるくんの会社（P61、62） 
会社、店舗その他の事業所を緊急時の避難場所とし
て提供してもらい、子どもが被害に遭い、又は遭うお
それがある場合における一時的な保護と警察への通報
等によって、子どもを犯罪の被害から守ることを目的
とした活動。 
 
まもるくんの車（P26、61、62） 
タクシーや会社等の営業用車両に「まもるくん」ス
テッカーを貼付し、走行しての見守り・警戒活動によ
って、登下校中等の子どもを犯罪の被害から守ること

を目的とした活動。 
「三浦保」愛基金（P38） 
株式会社ミウラ（松山市）からの三浦工業株式会社 
（同）の株式100万株の寄附を原資に県が設置した基 
金。配当金等を財源に、環境保全・自然保護や社会福 
祉等の分野に活用する。 
 
未熟児（P28、40） 
身体の発育が未熟のまま出生した乳児であって、正常
児が出生時に有する諸機能を得るに至るまでのもの。 
 
■ や行 ■■■ 
ユニバーサルデザイン（P64） 
すべての人のためのデザインを意味（ユニバーサル 
＝普遍的な、全体の）し、年齢や障害の有無等にかか
わらず、最初から出来るだけ多くの人が利用可能であ
るようにデザインすること。 
 
養育支援訪問事業（P55,56） 
市町が、乳児家庭全戸訪問事業の実施等により把握
した、保護者の養育を支援することが特に必要と認め
られる児童や保護者に監護させることが不適当である
と認められる児童及び保護者又は出産後の養育につい
て出産前に支援を行うことが特に必要と認められる妊
婦に対し、その養育が適切に行われるよう、児童等の
居宅において、養育に関する相談、指導、助言その他
必要な支援を行う事業。 
 
幼稚園教育要領（P2） 
幼稚園の教育課程その他の保育内容の基準を国が示
したもの。新しい幼稚園教育要領は、平成20年３月に
告示され、平成21年４月から全面実施されている。 
 
要保護児童対策地域協議会（P26、55） 
要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特
定妊婦への適切な支援を図るため、市町が、関係機関、
関係団体及び児童の福祉に関連する職務に従事する者
その他の関係者を構成員として設置する協議会。 
 
■ ら行 ■■■ 
リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（P31、40、43） 
性と生殖に関する健康と権利。ライフサイクルを通
して、性と生殖の健康を権利として捉えようとする概
念。平成６年（1994 年）にエジプトのカイロで開かれ
た国際人口開発会議で提唱された。 
 
療育（P26、32、57） 
保健・医療・福祉・教育等の分野でそれぞれに使わ
れるが、何らかの障害を抱えている子どもに対して、
その成長や発達段階に応じて適切な治療・訓練・教育
等を提供することを指す。 
 
労働力人口（P14、21） 
15 歳以上人口のうち、就業者（従業者及び休業者）
と完全失業者を合わせたもの。 
 
労働力率（P14、28） 
15歳以上人口に占める労働力人口の割合。
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第１目標「子育ての夢」が感じられる“えひめ”

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 目標達成率 →17 →18 →19 →20

１　若年者の自立支援

01 ― (H16) 1,466人 1,575人 1,990人 1,684人 112.3%     1,500人 (H21)

02 ― (H16)
18人

(H16-17開講分)
22人

(Ｈ18開講分)
12人

（Ｈ19開講分）
12人

（Ｈ20開講分）
―     15人 (H21)

２　子育て家庭のやさしい就労環境づくり

03 37.8% (H12) 43.1％ 55.1％ 未調査 未調査 55.1%   ― ― 100% (H21)

３　男女が協力し、地域全体の子どもを育む社会づくり

04 158団体 (H16) 185団体 187団体 (H18事業終了) ― 73.3%   ― ― 255団体 (H18)

05 ― (H16) 100件 136件 153件 200件 13.3%     1,500件 (H20)

第２目標「命の誕生」が心から祝福される“えひめ”

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 目標達成率 →17 →18 →19 →20

１　母性並びに乳児の健康の確保

06 100% (H11) 100％ 100％ 100％ 100％ 100.0%     100% (H21)

07 6.5% (H12) 6.7％ 未調査 未調査 未調査 ―  ― ― ― なくす (H24)

08 45.0% (H12) 47.7％ 未調査 未調査 未調査 ―  ― ― ― 100% (H24)

09 44.8% (H12) 未調査 未調査 未調査 未調査 ― ― ― ― ―

２　周産期医療の充実

10 ― （H16） ― ― ― ― ― ― ― ― ―

11 5.6 (H13) 6.2 3.8 5.3 3.9 ―    

12 1.0 (H13) 1.6 0.5 1.1 0.6 ―    

13 2.3 (H13) 2.8 1.4 2.1 1.4 ―    

３　妊娠を望み、不妊に悩む人々への支援

14 24日 （H16） 24日 24日 24日 24日 100.0%     24日 (H21)

第３目標「家族・地域の愛情」で育む“えひめ”

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 目標達成率 →17 →18 →19 →20

１　地域で子どもを育む環境づくり

15 13団体 （H16） 17団体 17団体 12団体 8団体 53.3%     15団体 (H21)

松山市以外 24か所 26か所 27か所 32か所 32か所 82.1%     39か所

松山市のみ 〔11か所〕 〔14か所〕 〔16か所〕 〔17か所〕 〔16か所〕 〔100.0%〕     〔16か所〕

松山市以外 0か所 5か所 8か所 10か所 11か所 55.0%     20か所

松山市のみ 〔0か所〕 〔0か所〕 〔0か所〕 〔3か所〕 〔4か所〕 〔100.0%〕 ― ―   〔4か所〕

松山市以外 3か所 4か所 6か所 7か所 7か所 100.0%     7か所

松山市のみ 〔1か所〕 〔1か所〕 〔1か所〕 〔1か所〕 〔1か所〕 〔100.0%〕     〔１か所〕

19 254人 （H16） 239人 (H17事業終了) ― ― 81.6%  ― ― ― 各293人 (H17)

２　幼児教育・保育サービス等の充実

20 9市町 （H16） 6市町 6市町 0市町 ― ― ― ―  ― 全市町 (H21)

21 97園 （H16） 97園 97園 97園 95園 94.1%     101園 (H21)

松山市以外 20,692人 20,642人 20,637人 20,692人 20,557人 ― ― ― ― ― 19,379人

松山市のみ 〔6,150人> 〔6,270人〕 〔6,360人〕 〔6,360人〕 〔6,360人〕 〔99.1%〕     〔6,420人〕

松山市以外 61か所 66か所 70か所 74か所 75か所 87.2%     86か所

松山市のみ 〔50か所> 〔53か所〕 〔54か所〕 〔54か所〕 〔55か所〕 〔98.2%〕     〔56か所〕

松山市以外 25か所 26か所 30か所 35か所 39か所 90.2%     41か所

松山市のみ 〔26か所> 〔27か所〕 〔27か所〕 〔29か所〕 〔30か所〕 〔100.0%〕     〔30か所〕

松山市以外 0か所 6か所 7か所 5か所 4か所 133.3%     3か所

松山市のみ 〔0か所> 〔24か所〕 〔26か所〕 〔27か所〕 〔28か所〕 〔2600.0%〕     〔1か所〕

松山市以外 1か所 3か所 3か所 3か所 3か所 33.3%     9か所

松山市のみ 〔4か所〕 〔4か所〕 〔6か所〕 〔7か所〕 〔9か所〕 〔90.0%〕     〔10か所〕

松山市以外 0か所 0か所 0か所 0か所 0か所 ― ― ― ― ― 0か所

松山市のみ 〔1か所〕 〔1か所〕 〔1か所〕 〔1か所〕 〔1か所〕 〔50.0%〕     〔2か所〕

対前年

27 夜間保育の設置か所数 （H16） (H21)

26 休日保育の設置か所数 （H16） (H21)

25 特定保育の設置か所数

24 一時保育の設置か所数 （H16） (H21)

（H16） (H21)

幼稚園における預かり保育実施園数
（私立）

23 延長保育の設置か所数 （H16） (H21)

(H21)22

子どもの食サポーターの人数

通常保育の定員数 （H16）

18
ファミリー・サポート・
センターの設置か所数

（H16） (H21)

17
つどいの広場の設置か所
数

（H16） (H21)

16
地域子育て支援センター
の設置か所数

（H16） (H21)

番号 目標指標 基準値（基準年度）

子育て学習講座や子育て理解講座の
実施団体数

実　　　　　　　　績

子育てにやさしい企業・店舗等の登
録数

県内出産医療機関における先天性代
謝異常等検査の実施率

基準値（基準年度） 目標値（目標年度）
実　　　　　　　　績 対前年

日本版デュアルシステム訓練終了後
の就職者数

育児休業制度の規定がある事業所の
割合

男性参画の子育て団体数

若年求職者の就職者数（愛workにお
ける就職支援数）

実　　　　　　　　績 対前年
番号 目標指標 基準値（基準年度） 目標値（目標年度）

番号 目標指標

産後１～２か月時の母乳育児の割合

周産期医療ネットワークの整備

妊娠中の喫煙率

妊婦の前でタバコを吸わないように
している同居者の割合

Ｈ19年度までに整備へ

目標値（目標年度）

周産期死亡率（出生千対）

新生児死亡率（出生千対）

乳児死亡率（出生千対）

不妊専門相談開設日数

幼児教育振興プログラムの策定市町
数

増加

低下

低下

低下
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 目標達成率 →17 →18 →19 →20

松山市以外 5か所 6か所 7か所 7か所 7か所 63.6%     11か所

松山市のみ 〔2か所〕 〔2か所〕 〔2か所〕 〔2か所〕 〔2か所〕 〔50.0%〕     〔4か所〕

松山市以外 6か所 4か所 4か所 4か所 4か所 57.1%     7か所

松山市のみ 〔4か所〕 〔6か所〕 〔6か所〕 〔6か所〕 〔6か所〕 〔100.0%〕     〔6か所〕

松山市以外 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 100.0%     1か所

松山市のみ 〔4か所〕 〔6か所〕 〔6か所〕 〔6か所〕 〔6か所〕 〔100.0%〕     〔6か所〕

松山市以外 97か所 102か所 113か所 123か所 129か所 101.6%     127か所

松山市のみ 〔42か所〕 〔42か所〕 〔43か所〕 〔43か所〕 〔44か所〕 〔102.3%〕     〔43か所〕

32 　― ―
2か所

(H17単年)
6か所
(累計)

7か所
(累計)

8か所
(累計)

88.9%     9か所
(H17～
21)

３　安心できる小児医療体制の整備

33 2地域 （H16） 2地域 2地域 2地域 2地域 ―    

34 488件 （H16） 514件 514件 514件 514件 100.0%     514件 (H17～)

35
18歳未満(一部

20歳未満)
（H16） 20歳未満 20歳未満 20歳未満 20歳未満 100.0%     20歳未満 (H17～)

第４目標「健やかな成長・自立」を支援する“えひめ”

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 目標達成率 →17 →18 →19 →20

１　豊かな人間性と生きる力の育成

36 12クラブ （H16） 21クラブ 22クラブ 23クラブ 28クラブ 40.0%     70クラブ (H22)

37 延べ56,826人 (H15) 延べ55,449人 延べ55,674人 (H18事業終了) ― 101.2% ―  ― ―
毎年度延べ
55千人以上

(H17～
18)

38 1,100人
(H12～16
の平均)

延べ2,635人 延べ3,635人 延べ3,414人 (H19事業終了) 136.6%    ― 2,500人 (H19)

39 113校 （H16） 163校 113校 114校 102校 54.5%     209校 (H21)

40 17,440人 (H15)
15,555人
(H17単年)

29,276人
(H17-18累計)

47,221人
(H17-19累計)

66,176人
（Ｈ17-20累計）

82.7% ―    計80,000人
(H17～
21)

41 延べ49,881人 (H15) 延べ53,065人 延べ52,211人 延べ50,244人 延べ52,104人 100.2%     52,000人 (H21)

２　魅力ある学校づくり

42 100% （H16） 100％ 100％ 100％ 100％ 100.0%     100% (H21)

43 約63％ （H16） 68.6％ 80.4％ 未調査 未調査 ―   ― ―

44 35.40% （H16） 36.4％ 40.2％ 42.1％ 45.0％ 100.0%     45% (H21)

45 48.60% （H16） 49.7％ 51.2％ 52.1% 54.9% ―    

３　子どもの心や身体を、守り・育てる社会づくり

46 100% （H16） 100％ 100％ 100％ 100％ 100.0%     100% (H21)

47 1か所 （H16）
0か所

(H17単年)
0か所

(H18単年)
0か所

(H19単年)
0か所

(H20単年)
0.0% ― ― ― ―

東･中･南予に
各１か所

(H21)

48 177人 (H15) 126人 134人 148人 142人 ―    

49 885人 (H15) 857人 858人 924人 1,014人 ―    

第５目標「子どもに温もりのある暮らし」を保障する“えひめ”

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 目標達成率 →17 →18 →19 →20

１　保護を必要とする児童に対する福祉の充実

50 　― ― 検討中 検討中 検討中 検討中 ― ― ― ― ―

51 　― ― 検討中 検討中 整備中
H20.9.1

移転供用開始
100.0% ― ― ― 

52 　― ― 検討中 検討中 整備中
H20.9.1

移転供用開始
100.0% ― ― ― 

53 6市町 （H16） 7市町 15市町 全市町 全市町 100.0%     全市町 (H21)

54 1市町 （H16） 2市町 4市町 5市町 6市町 54.5%     11市町 (H21)

55 　― 整備要望なし 整備要望なし 1か所 整備要望なし ― ― ―  ―

56 1施設 （H16）
3か所

(H16-17累計)
4か所

(H16-18累計)
5か所

(H16-19累計)
5か所

(H16-20累計)
50.0%     10施設 (H21)

57 0か所 （H16） 0か所 0か所 0か所 0か所 0.0% ― ― ― ― 1か所 (H21)

実　　　　　　　　績 対前年

実　　　　　　　　績 対前年
目標値（目標年度）番号 目標指標 基準値（基準年度）

施設の小規模化の推進

自立援助ホームの整備

一時保護所における環境改善（個別
対応化）

児童相談所の被虐待児と
非行児童などの混合処遇
の状況の改善に努める

児童相談所の設備整備
老朽化施設の整備検討に
おいて建替えを検討のう
え、整備を図る

児童虐待防止等地域ネットワークを
設置している市町の数

育児支援家庭訪問事業の実施か所数

児童養護施設の改築
整備要望に対し、積極的
に支援する

児童相談所における夜間相談体制の
充実

中央児童相談所に夜間休
日の相談対応職員の確保
に努める

目標値（目標年度）番号 目標指標 基準値（基準年度）
実　　　　　　　　績 対前年

公立小中学校における学校評議員制
度（類似制度含む）の設置率

各市町において決定

学校の耐震化率（県立学校施設）

学校の耐震化率（市町立小中学校） 各市町において決定

県立高校での非行防止教室の開催率

児童家庭支援センターの設置数

不登校児童数（小学校）

不登校生徒数（中学校）

県立学校への学校評議員の設置率

小児慢性特定疾患の対象年齢

総合型地域スポーツクラブの設置

社会人を講師とした教育活動の受講
生徒数

子どもたちを対象とした農業体験学
習への参加者数

運動部活動へ地域の指導者を派遣し
た学校数

子どもを対象とした舞台芸術への入
場者数

乳幼児保育等の体験活動への参加者
数（高校生）

多機能保育所等、保育所の改築整備
実施か所数

番号 目標指標 基準値（基準年度）

小児救急輪番制の実施地域数

小児慢性特定疾患の対象疾患数

小児救急輪番制を含め、
県下全域で小児救急医療
の拡充が図られるよう協
議検討を行う

目標値（目標年度）

放課後児童健全育成事業 （H16） (H21)

（H16） (H21)

30
子育て短期支援（トワイ
ライトステイ）

（H16） (H21)

31

28
病後児保育（施設型）の
設置か所数

（H16） (H21)

29
子育て短期支援（ショー
トステイ）

減少

減少
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参考資料 前期計画「えひめ・未来・子育てプラン」の進捗状況（平成20年度末現在）

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 目標達成率 →17 →18 →19 →20

58 　― ―
児童寮（３寮）

改築
整備なし 整備なし 整備なし ―  ― ― ―

59 　― ―

里親
＋4（67→71）

委託児童
-1（9→8）

里親
＋4(71→75)
委託児童
±0(8→8)

里親
＋2(75→77)
委託児童
＋1(8→9)

里親
＋2(77→79)
委託児童

＋5(9→14)

―    

60 　― ― 検討中 検討中 整備中
H20.9.1

移転供用開始
100.0% ― ― ― 

61 0か所 （H16） 0か所 0か所 0か所 0か所 0.0% ― ― ― ― 1か所 (H21)

２　共生への支援を要する子どもたちのサポート

62 11か所 （H16） 12か所 12か所 13か所 13か所 86.7%     15か所 (H19)

63 0か所 （H16） 0か所 0か所 1か所 1か所 100.0% ― ―   1か所 (H19)

64 4か所 （H16） 4か所 4か所 4か所 4か所 80.0% ― ― ― ― 5か所 (H19)

65 ― （H16）
整備中

（出来高8％）
竣工

H19.4.1
供用開始

― 100.0% ―   

66 71.5% （H16） 87.6％ 99.4％ 100％ 100％ 100.0%     100% (H21)

67 204人 （H16）
195人

（H17単年）
238人

（H18単年）
(H18事業終了) ― 119.5%   ― ―

全公立小中学校
及び盲･聾･養護
学校に養成

(H18)

３　母子家庭等の自立支援と子育て・生活支援の推進

68 ― （H16） 20人 45人 45人 45人 112.5%     40人 (H21)

69 34.6%
(H13～15
の平均)

37.0％ 17.9％ 14.7％ 18.8％ 37.6%     50% (H21)

70 50% (H15)
100％

（3人／3人）
50％

(3人/6人)
66.6％

(2人/3人)
50.0％

(1人/2人)
83.3%     60% (H21)

71 ― （H16）
50％

（1人／2人）
50％

（1人／2人）
100％

（1人／1人）
50.0％

(1人/2人)
50.0%     100% (H21)

第６目標「親子に安心な生活環境」を提供する“えひめ”

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 目標達成率 →17 →18 →19 →20

１　安心・安全なまちづくり

72 7,854か所 （H16） 約10,000か所 約8,500か所 約11,600か所 11,742か所 ―    

73 1,693台 （H16）
6,755台
（累計）

約9,000台
（累計）

約10,400台
（累計）

10,470台
(累計)

―    

74 １棟 （H16）
１棟

（累計２棟）
６棟

（累計８棟）
６棟

（累計14棟）
０棟

（累計14棟）
―    

75 700灯 （H16）
598灯

(H17単年)
230灯

(H18単年)
166灯

（H19単年）
174灯

（H20単年）
―    

76 19団体 （H16） 229団体 365団体 468団体 475団体 ―    

77 （H16） 8署10クラブ 8署10クラブ 8署10クラブ 7署25クラブ 156.3%     １署1クラブ結成 (H21)

78 （H16） 15署17クラブ 15署17クラブ 15署17クラブ 13署25クラブ 156.3%     １署1クラブ結成 (H21)

79 16チーム （H16） 13チーム 13チーム 11チーム
子ども12チーム
高齢者12チーム

75.0%     １署１チーム参加 (H21)

80 29基 （H16）
３基

（累計32基）
17基

（累計49基）
７基

（累計56基）
３基

（累計59基）
125.5%     47基 (H21)

２　保護者が実践する事故防止・防災対策  

81 着用率19.5％ （H16） 着用率27.0％ 着用率32.0％ 着用率28.0％ 着用率37.0％ 37.0%     正しい使用
100％

(H21)

82 89.10% (H13) 未調査 未調査 未調査 未調査 ― ― ― ― ― 100% (H21)

３　子育て家庭の遊び場等の整備

83 23.20% （H16） 23.6％ 24.7％ 24.7% 25.3% 87.2%     29% (H21)

84 40館 （H16）
２館

（累計42館）
０館

（累計42館）
１館

（累計43館）
１館

（累計44館）
93.6%     47館 (H21)

85 33か所 （H16） 70箇所 68か所 21か所 33か所 74.0%     37か所 (H21)

番号 目標指標 基準値（基準年度）
実　　　　　　　　績 対前年

児童館の整備数

防犯灯の設置数

防犯関係のボランティア団体数

マナーアップクラブを結成している
クラブ数（中学校）

27クラブ
マナーアップクラブを結成している
クラブ数（高等学校）

番号

地域(放課後)子ども教室の設置数

交通安全こども・高齢者自転車愛媛
県大会への参加チーム数

バリアフリー対応型信号機の整備数

チャイルドシート等の着用率

子どもの家庭内における事故防止に
注意している家庭の割合

バリアフリー化に配慮した県営住宅
戸数割合

防犯モデルマンションの認定棟数

目標値（目標年度）
実　　　　　　　　績 対前年

目標指標 基準値（基準年度）

まもるくんの家の設置数

まもるくんの車の設置数

母子家庭の母等を対象とした訓練
コースの定員数

就業支援講習会受講生の就業率

自立支援教育訓練費受給者の就業率

高等技能訓練促進費受給者の就業率

情緒障害児短期治療施設の整備

障害児（者）療育支援事業の実施か
所数

重症心身障害児（者）通園事業（Ａ
型）の実施か所数

重症心身障害児（者）通園事業（Ｂ
型）の実施か所数

子ども療育センターの整備 平成19年度開設

特別支援教育校内委員会の設置率

特別支援教育コーディネーターの養
成数

児童自立支援施設（えひめ学園）の
整備充実

児童寮の整備を行うとと
もに、本館、体育館等の
施設整備に努める

目標値（目標年度）

里親の拡充
専門里親など里親登録者
数と委託児童数の増加を
図る

婦人相談所の整備
老朽化施設の整備検討に
おいて建替えを検討のう
え、整備を図る

増加

増加

増加

増加

増加
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参考資料 特定14事業に関する市町ごとの目標数値の進捗状況（平成20年度末現在）

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標

松山市 6,150 6,270 6,360 6,360 6,360 6,420 50 53 54 54 55 56 26 27 27 29 30 30 24 26 27 28 1 4 4 6 7 9 10 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 4

今治市 3,300 3,300 3,290 3,305 3,305 3,300 19 23 22 22 22 24 4 6 7 9 10 9 1 1 1 1

宇和島市 2,275 2,275 2,275 2,245 2,200 1,849 5 5 5 6 6 9 5 5 5 6 6 8 2 2 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 2

八幡浜市 909 909 909 909 909 800 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 2 1

新居浜市 2,620 2,680 2,650 2,650 2,650 2,680 13 13 13 13 14 13 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1

西条市 2,495 2,495 2,555 2,555 2,555 2,467 8 8 9 9 9 10 4 4 5 5 5 5 3 3 3 2 2 2 2 2 2 2 1 1 2 2 2 2

大洲市 1,368 1,313 1,283 1,343 1,313 1,175 2 2 2 3 3 4 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

伊予市 775 760 760 760 760 760 3 4 4 4 4 6 1 1 1 1 1 3 1

四国中央市 1,610 1,610 1,610 1,610 1,670 1,610 1 1 2 2 2 5 5 4 6 7 7 6 1 1 1 1 1 1

西予市 1,145 1,130 1,160 1,200 1,200 1,185 1 1 2 3 3 3 1 1 2

東温市 480 500 500 500 500 480 4 4 4 4 4 4 1 1 4 1 1 1 1 1 1

上島町 180 180 180 180 180 73

久万高原町 90 90 90 90 90 90 1 1 1 1 1 1

松前町 540 540 540 540 540 540 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

砥部町 240 240 270 270 270 225 1 1 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1

内子町 325 325 325 325 325 325 1 1 1 1 1 1

伊方町 495 495 465 465 465 290

松野町 210 210 210 210 180 180

鬼北町 430 430 430 430 430 430

愛南町 1,205 1,160 1,135 1,105 1,015 920 1 1 2 3 3 2 1

合　　計 26,842 26,912 26,997 27,052 26,917 25,799 111 119 124 128 130 142 51 53 57 64 69 71 30 33 32 32 4 5 7 9 10 12 19 1 1 1 1 1 2 7 8 9 9 9 15

松山市以外 20,692 20,642 20,637 20,692 20,557 19,379 61 66 70 74 75 86 25 26 30 35 39 41 6 7 5 4 3 1 3 3 3 3 9 5 6 7 7 7 11

休日保育事業特定保育事業

か所数 か所数 か所数か所数

市町名

延長保育事業通常保育事業

定 員 数
（毎年度４月１日現在）

か所数か所数

一時保育事業
病後児保育事業（施設型）

　※派遣型はなし
夜間保育事業
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参考資料 特定14事業に関する市町ごとの目標数値の進捗状況（平成20年度末現在）

松山市

今治市

宇和島市

八幡浜市

新居浜市

西条市

大洲市

伊予市

四国中央市

西予市

東温市

上島町

久万高原町

松前町

砥部町

内子町

伊方町

松野町

鬼北町

愛南町

合　　計

松山市以外

市町名

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21目標

4 6 6 6 6 6 4 6 6 6 6 6 42 42 43 43 44 43 3 4 4 11 14 16 17 16 16 1 1 1 1 1 1

1 18 19 22 23 24 22 2 3 3 4 5 2 3 4 4 4 5 1 1 1 1 1 1

1 1 7 8 8 8 9 13 2 4 4 4 5 5 6 1

1 1 3 3 5 6 6 6 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 2

2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1 17 17 17 19 19 17 1 2 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1

2 2 2 2 2 2 21 21 24 24 24 23 2 4 4 4 5 5 6 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2

6 6 8 8 9 7 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

13 13 14 16 17 19 1 1 3 3 3 2 2 2 3 3 5 1 1 1 1

2 2 2 2 2 3 1 1 1 1 2 2 2

3 3 3 4 5 3 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1

1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3 3 3 3 3 3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3 3 3 3 3 3 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 3

1 1 1 1 1 1 1

3 3 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2

10 10 10 10 10 13 5 7 7 7 7 7 139 144 156 166 173 170 5 8 13 15 24 35 40 43 49 48 55 4 5 7 8 8 8

6 4 4 4 4 7 1 1 1 1 1 1 97 102 113 123 129 127 5 8 10 11 20 24 26 27 32 32 39 3 4 6 7 7 7

放課後児童健全育成事業子育て短期支援事業

ショートステイ トワイライトステイ
か所数

か所数か所数

地域子育て支援拠点事業

か所数
か所数か所数

 ファミリー・サポート
・センター事業

センター型ひろば型(つどいの広場)
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 参考資料  

 

４ えひめ・未来・子育てプラン（後期計画）の目標指標一覧 
 

 

 
 

１ 若年者の自立支援 

 
２ 良きパートナーとの出会いの支援 

 
３ 男女が協力し、地域全体で子どもを育む社会づくり 

 
 
 
 

１ 母性並びに乳児の健康の確保 

《 》内は、松山市を除く値。< >内は、松山市のみの値（以下、同）。 
 
２ 周産期医療の充実 

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
０８周産期死亡率（出生千対） 

 

3.9

（Ｈ20）

低下 

（Ｈ26） 
健康増進課 

０９新生児死亡率（出生千対） 0.6

（Ｈ20）

低下 

（Ｈ26） 
健康増進課 

１０乳児死亡率（出生千対） 1.4

（Ｈ20）

低下 

（Ｈ26） 
健康増進課 

３ 妊娠を望み、不妊に悩む人々への支援 

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
０１若年求職者の就職者数 

（愛 work における就職支援数） 
1,200 人

（Ｈ21）

1,500 人 

（Ｈ22） 
雇用対策室 

０２日本版デュアルシステム訓練修了

後の就職率 

90％

 （Ｈ20）

100％ 

 （Ｈ26） 
労政雇用課 

０３ボランティア参加者数 

  （サマー及びウインターボランテ

ィアキャンペーン参加の学生数）） 

 7,651 人

 （Ｈ20）

増加 

（Ｈ26） 
県民活動推進課

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
０４えひめ結婚支援センターメルマガ購

読者数 

7,300 人

（Ｈ21）

8,000 人 

（Ｈ22） 
子育て支援課

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
０５「えひめのびのび子育て応援隊」登 

録店舗数 

750 件

（Ｈ21）

1,500 件 

（Ｈ26） 
子育て支援課

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
０６妊娠満 11 週以内の妊娠届出率 《75.4％》

＜80.9％＞（Ｈ20）

増加 

（Ｈ26） 
健康増進課 

０７県内出産医療機関における先天性

代謝異常等検査の実施率 

100％

（Ｈ21）

  100％ 

（Ｈ26） 
健康増進課 

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
１１不妊専門相談開設日数 64 日

（Ｈ21）

  64 日 

（Ｈ26） 
健康増進課 

第１目標 「子育ての夢」が感じられる“えひめ”

第２目標 「命の誕生」が心から祝福される“えひめ”
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 参考資料  
 

 
 
 
 
１ 地域で子どもを育む環境づくり 

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
１２家庭教育に関する講座・学習会の

開催回数 

13 回

（Ｈ21）

30 回 

（Ｈ26） 
生涯学習課 

１３「えひめ家庭教育サポート企業連

携事業」協定締結企業数 

51 企業

（Ｈ21）

100 企業 

（Ｈ26） 
生涯学習課 

１４ファミリー・サポート・センター

の設置か所数 

《7か所》

<1 か所>（Ｈ21）

《10 か所》 

<1 か所>（Ｈ26） 
労政雇用課 

１５地域子育て支援拠点施設設置か所

数 

《43 か所》

<23 か所>（Ｈ21）

《61 か所》 

<29 か所>（Ｈ26） 
子育て支援課 

１６子育て情報サイトへのアクセス件 

  数 

  31,842 件

（Ｈ21）

40,000 件 

（Ｈ26） 
子育て支援課 

 
２ 幼児教育・保育サービス等の充実 

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
１７学校関係者評価の実施園数（公立） 51 園

（Ｈ20）

  全園（77 園） 

（Ｈ26） 
義務教育課 

１８幼稚園における預かり保育実施園

数（私立） 
95 園

（Ｈ21）

100 園 

（Ｈ26） 
私学文書課 

１９通常保育の定員数 
 

《18,407 人》

<5,675 人>（Ｈ21）

《18,193 人》 

<6,115 人>（Ｈ26） 
子育て支援課 

２０延長保育の設置か所数 
 

《77 か所》

<55 か所>（Ｈ21）

《88 か所》 

<61 か所>（Ｈ26） 
子育て支援課 

２１一時預かりの設置か所数 
 

《42 か所》

<30 か所>（Ｈ21）

《54 か所》 

<36 か所>（Ｈ26） 
子育て支援課 

２２特定保育の設置か所数 
 

《1か所》

<28 か所>（Ｈ21）

  《4 か所》 

<34 か所>（Ｈ26） 
子育て支援課 

２３休日保育の設置か所数 
 

《3か所》

<10 か所>（Ｈ21）

《7か所》 

<13 か所>（Ｈ26） 
子育て支援課 

２４夜間保育の設置か所数 
 

《0か所》

<1 か所>（Ｈ21）

《1か所》 

<2 か所>（Ｈ26） 
子育て支援課 

２５病児・病後児保育の設置か所数 
 

《7か所》

<2 か所>（Ｈ21）

《9か所》 

<3 か所>（Ｈ26） 
子育て支援課 

２６認定こども園の認定数 ８園

（Ｈ21）

増加 

（Ｈ26） 
子育て支援課 

２７子育て短期支援 
（ショートステイ） 

《6か所》

<6 か所>（Ｈ21）

《7か所》 

<6 か所>（Ｈ26） 
子育て支援課 

２８子育て短期支援 
（トワイライトステイ） 

《1か所》

<6 か所>（Ｈ21）

《2か所》 

<6 か所>（Ｈ26） 
子育て支援課 

２９放課後児童クラブ設置数 
 

《134 か所》

<45 か所>（Ｈ21）

《184 か所》 

<72 か所>（Ｈ26） 
子育て支援課 

 

第３目標 「家族・地域の愛情」で育む“えひめ” 

３ 安心できる小児医療体制の整備 
目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 

３０小児救急輪番制の実施地域数 2 地域

（Ｈ21）

2地域 

（Ｈ26） 
医療対策課 

３１小児救急医療電話相談の実施日数 

 

毎日

（Ｈ21）

毎日 

（Ｈ26） 
医療対策課 
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１ 豊かな人間性と生きる力の育成 

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
３２「えひめ食文化普及講座」の実施回

数（小学生対象数） 

13 回/年

（Ｈ20）

26 回/年 

（Ｈ24） 
農産園芸課 

３３インターンシップを体験したことの

ある高校３年生の割合 

43.7％

（Ｈ20）

45.0％ 

（Ｈ26） 
高校教育課 

３４乳幼児保育、高齢者介護、奉仕等の

体験活動への参加者数（高校生） 

50,000 人

（Ｈ20）

51,000 人 

（Ｈ26） 
高校教育課 

３５子どもを対象とした芸術文化事業へ

の参加者数 

18,955 人

（Ｈ20）

増加 

（Ｈ26） 
文化振興課 

３６運動部活動へ地域の指導者を派遣し

た学校数 
90 校

（Ｈ21.11 現在）

派遣を必要とする全学

校（Ｈ26） 
保健スポーツ課 

３７総合型地域スポーツクラブの設置数 33 クラブ

（Ｈ21 年度末）

愛媛県スポーツ振興計画

（22 年度策定）の中で設定 
保健スポーツ課 

３８朝食を欠食する県民の割合（小・中・

高校生） 

17.4％

（Ｈ16）

0％ 

（Ｈ24） 
健康増進課 

 

第４目標 「健やかな成長・自立」を支援する“えひめ”

２ 魅力ある学校づくり 
目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 

３９県立学校への学校評議員の設置率 100％

（Ｈ21）

100％ 

（Ｈ26） 
高校教育課 

４０公立小中学校における学校評議員

（類似制度含む）の設置率 

約 92％

（Ｈ21）

向上 

（Ｈ26） 
義務教育課 

４１学校の耐震化率（県立学校施設）  47.5％

（Ｈ21）

75.7％ 

（Ｈ26） 
高校教育課 

４２学校の耐震化率（市町立小中学校） 58.5％

（Ｈ21）

向上 

（Ｈ26） 
義務教育課 

 
３ 子どもの心や身体を、守り・育てる社会づくり 

 目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
４３県立高校等での非行防止教室の開催

率 

100％

（Ｈ21）

100％ 

（Ｈ26） 
高校教育課 

４４不登校児童数（小学校） 142 人

（Ｈ20）

減少 

（Ｈ26） 
義務教育課 

４５不登校生徒数（中学校） 990 人

（Ｈ20）

減少 

（Ｈ26） 
義務教育課 

４６不登校生徒数（県立高校等） 326 人

（Ｈ20）

減少 

（Ｈ26） 
高校教育課 

４７児童家庭支援センターの設置数 1 か所

（Ｈ21）

東･中･南予に各１か所 

（Ｈ26） 
子育て支援課
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１ 保護を必要とする子どもに対する福祉の充実 

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
４８児童相談所における夜間相談体制の

充実 

中央児童相談所に 

夜間休日の相談対応職員の確保 
子育て支援課

４９一時保護所における環境改善（個別

対応化） 

児童相談所の被虐待児と非行児童などの 

混合処遇の状況の改善 
子育て支援課

５０児童相談所（東予・南予）の設備 

整備 
建替えを検討の上、整備 子育て支援課

５１乳児家庭全戸訪問事業の実施市町数 13 市町

（Ｈ21）

全市町 

（Ｈ26） 
子育て支援課

５２養育支援訪問事業の実施市町数 7 市町

（Ｈ21）

全市町 

（Ｈ26） 
子育て支援課

５３児童養護施設の改築 

 
整備要望に対し、積極的に支援 子育て支援課

５４施設の小規模化の推進 6 施設

（Ｈ21）

10 施設 

（Ｈ26） 
子育て支援課

５５自立援助ホームの整備 0 か所

（Ｈ21）

3か所 

（Ｈ26） 
子育て支援課

５６ファミリーホームの整備 0 か所

（Ｈ21）

3か所 

（Ｈ26） 
子育て支援課

５７児童自立支援施設（えひめ学園）の

整備充実 
本館、体育館等の施設整備 子育て支援課

５８養育里親の登録数 

 

36 世帯

（Ｈ21）

50 世帯 

（Ｈ26） 
子育て支援課

５９里親への委託児童数 

 

20 人

（Ｈ21）

40 人 

（Ｈ26） 
子育て支援課

６０情緒障害児短期治療施設の整備 0 か所

（Ｈ21）

1か所 

（Ｈ26） 
子育て支援課

 
２ 共生への支援を要する子どもたちのサポート 

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
６１障害児（者）療育支援事業の実施か

所数 

13 か所

（Ｈ21）

13 か所 

（Ｈ23） 
障害福祉課 

６２重症心身障害児（者）通園事業（Ａ

型）の実施か所数 

1 か所

（Ｈ21）

1か所 

（Ｈ23） 
障害福祉課 

６３重症心身障害児（者）通園事業（Ｂ

型）の実施か所数 

4 か所

（Ｈ21）

5か所 

（Ｈ23） 
障害福祉課 

６４障害児ふれあい体験学習実施児童生

徒数 

85 人

（Ｈ20）

165 人 

（Ｈ26） 
特別支援教育課

６５個別の教育支援計画の作成率 65.6％

（Ｈ20）

100％ 

（Ｈ26） 
特別支援教育課

 
３ 母子家庭等の自立支援と子育て・生活支援の推進 

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
６６母子家庭の母等を対象とした職業訓

練受講者の就職率 
65％

(Ｈ18～Ｈ20 の平均）

70％ 

（Ｈ26） 
労政雇用課 

６７就業支援講習会受講生の就業率 
 

17.1％

（Ｈ18～Ｈ20）

25.0％ 

（Ｈ26） 
子育て支援課

６８自立支援教育訓練費受給者の就業率 55.6％

（Ｈ18～Ｈ20）

66.7％ 

（Ｈ26） 
子育て支援課

６９高等技能訓練促進費受給者の就業率 66.7％

（Ｈ18～Ｈ20）

100％ 

（Ｈ26） 
子育て支援課

第５目標 「子どもに温もりのある暮らし」を保障する“えひめ” 第５目標 「子どもに温もりのある暮らし」を保障する“えひめ” 第５目標 「子どもに温もりのある暮らし」を保障する“えひめ” 
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第６目標 「親子に安心な生活環境」を提供する“えひめ” 

１ 安心・安全なまちづくり 
目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 

７０まもるくんの会社の設置数 11,746 か所
 （Ｈ21）

増加 
（Ｈ26） 

生活安全企画課

７１まもるくんの車の設置数 10,606 台
        （Ｈ21） 

増加 
（Ｈ26） 

生活安全企画課

７２防犯関係のボランティア団体数 479 団体
（Ｈ21）

増加 
（Ｈ26） 

生活安全企画課

７３防犯モデルマンションの認定棟数 16 棟
（Ｈ21）

増加 
（Ｈ26） 

生活安全企画課

７４防犯灯の設置数 2,042 灯
（Ｈ21）

増加 
（Ｈ26） 

生活安全企画課

７５交通安全こども・高齢者自転車愛媛
県大会への参加チーム数 

  こども 13 チーム
高齢者 14 チーム

             （Ｈ21） 

  こども 32 チーム 
高齢者 16 チーム 

 （Ｈ26） 
交通企画課 

７６ＬＥＤ信号機の整備数 2,923 灯
（Ｈ20）

増加 
（Ｈ26） 

交通規制課 

 
２ 保護者が実践する事故防止・防災対策 

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
７７チャイルドシート等の着用率 42.5％

（Ｈ21）
100％ 

（Ｈ26） 
消防防災安全課

 
３ 子育て家庭の遊び場等の整備 

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
７８児童館の整備数 45 館

（Ｈ21）
49 館 

（Ｈ26） 
子育て支援課

７９放課後子ども教室の設置数 《36 か所》

〈17 か所〉（Ｈ21）

《50 か所》 

〈42 か所〉（Ｈ26） 
生涯学習課 

８０バリアフリー化に配慮した県営住宅
戸数割合 

25.8％
（Ｈ20）

45.0％ 
（Ｈ26） 

建築住宅課 
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第７目標 「子育てと仕事の両立」を実現する“えひめ” 

１ 子育てしやすい職場環境づくり（企業で） 
目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 

８１サマー及びウインターボランティアキ
ャンペーンにおける企業協賛イベント
への参加者数 

25,924 人
（Ｈ20）

増加 
（Ｈ26） 

県民活動推進課

８２えひめ子育て応援企業の認証件数 4 社
（Ｈ20）

200 社 
（Ｈ26） 

労政雇用課 

 

２ 男女の役割分担意識の是正と働き方の見直し（家庭で） 
目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 

８３「男女共同参画社会」という言葉の周知
  度 

66.4％
（Ｈ21）

100％ 
（Ｈ22） 

男女参画課 

８４年間総実労働時間の短縮 
 

1,888 時間
（Ｈ20）

５％以上縮減 
（Ｈ23） 

労政雇用課 

 
３ 子育てと仕事の両立支援（地域で） 

目 標 指 標 基 準 値 目 標 値 担 当 
８５仕事と生活の調和の実現が図られている
と感じる人の割合 

22 年度に調査
（Ｈ22）

向上 
（Ｈ26） 

子育て支援課 
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５ 県内市町における次世代育成支援行動計画の目標数値 
 
 県内各市町においても、各関係分野の有識者及び住民の幅広い意見をいただきながら、平成 26 年
度を目標年次とする次世代育成支援行動計画を策定し、それぞれの地域の実情に応じた取組みを進め
ることとしています。 
ここでは、市町の取組みのうち、全国共通で目標設定される取組みについて、目標数値を参考記述
します。 

 
約 1,436 千人 約 514 千人 約 922 千人  

用 語 解 説 
県 計 松山市 松山市以外 

1 
 
通常保育事業 

（定員数） 

１日当たりの開設時間を 11 時
間として実施される保育サービ
ス。 

24,082 

→24,308

5,675 増 

→6,115 

18,407 

→18,193

2 
 
延長保育事業 

（設置か所数） 

１日当たりの開設時間が 11 時
間を超えて実施される保育サー
ビス。 

132 

→149 

55 増 

→ 61 

77 

→ 88 

3 
 
一時預かり事業 

（設置か所数） 

一時的な就労、通院、保護者の
リフレッシュなどの際に受入れ
を行う保育サービス。 

72 

→ 90 

30 増 

→ 36 

42 

→ 54 

4 
 
特定保育事業 

（設置か所数） 

毎日の保育サービス利用に至
らないが、就労等のため一定程度
必要という人を対象とした保育
サービス。 

29 

→ 38 

28 増 

→ 34 

  1 

→  4 

5 
 
休日保育事業 

（設置か所数） 

日曜・祝日等に行う保育サービ
ス 

13 

→ 20 

10 増 

→ 13 

  3 

→  7 

6 
 
夜間保育事業 

（設置か所数） 

１日当たりの開設時間を 11 時
間として、概ね 22:00まで実施さ
れる保育サービス。 

 1 

→  3 

 1 増 

→  2 

  0 

→  1 

7 
 
病児・病後児保育事業 

（設置か所数） 

病児・病後児または保育中に体
調不良になった児童を施設で預
かる保育サービス。 

 9 

  → 12 

 2 増 

→  3 

  7 

  →  9 

8 
子育て短期支援事業 
【ショートステイ】 

（設置か所数） 

一時的に家庭での養育が困難
となった児童に対する保育サー
ビス（入所利用）。 

12 

→ 13 

 6    

→  6 

  6 

→  7 

9 
子育て短期支援事業 
【トワイライトステイ】 

（設置か所数） 

恒常的に保護者の帰宅が遅い
家庭の児童に対する保育サービ
ス（通所利用）。 

 7 

→  8 

 6  

→  6 

  1 

→  2 

10 
 
放課後児童健全育成事業 

（設置か所数） 

保護者が昼間家庭にいない小
学校低学年等児童を一時的に預
かり、健全育成を図る事業。 

179 

→256 

45 増 

→ 72 

134 

→184 

11 
 
放課後子ども教室 

（設置か所数） 

小学校の余裕教室等を活用し、
学習やスポーツ・文化活動、地域
住民との交流活動を実施する事
業。 

53 

→ 92 

17 増 

→ 42 

36 

→ 50 

12 
 
地域子育て支援拠点事業 

（設置か所数） 

子育て中の親子の相互交流、子
育て支援情報の提供など地域の
育児支援活動を行う事業。 

 66 

→ 90 

23 増 

→ 29 

43 

→ 61 

13 
ファミリー・サポート・セ

ンター事業 
（設置か所数） 

子育てを「援助してほしい人」
と「援助したい人」をつなぐ機関
（施設）。 

 8 

→ 11 

 1 

→  1 

  7 

→ 10 

※ 人口規模は、平成 21 年４月１日現在の推計人口による。 

※ 県計の左は基準年度（平成 21 年度）の状況。矢印で指す右は、目標年度（平成 26 年度）の数値。 
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【人口規模】 
３０万人以上（中核市）松山市 
１０万人～３０万人  今治市、新居浜市、西条市 
５万人～１０万人  四国中央市、宇和島市 
３万人～ ５万人  大洲市、西予市、八幡浜市、伊予市、東温市、松前町 
１万人～ ３万人  愛南町、砥部町、内子町、鬼北町、伊方町 

    １万人未満     久万高原町、上島町、松野町 
 

約 169 千人 約 123 千人 約 112 千人 約 91 千人 約 85 千人 約 48 千人  
今治市 新居浜市 西条市 四国中央市 宇和島市 大洲市 

1 

 
通常保育事業 

（定員数） 

 3,012 増 

 →3,244 

2,940 増 

 →2,964

2,608 

 →2,560

1,452 増 

→1,685 

1,871 

→1,639 

1,030 

→1,010 

2 
 
延長保育事業 

（設置か所数） 

 22     

→  22 

 15  増 

→  17

10 増 

→  12

 2   増 

→  5 

  6  

→  6 

 3  増 

→  4 

3 
 
一時預かり事業 

（設置か所数） 

11  増 

→  13 

   2 

→  2 

 5  増 

→  7 

   7 

→  7 

  6 

→  6 

 1  増 

→  2 

4 
 
特定保育事業 

（設置か所数） 

 0   増 

→   2 
   

  1 

→  1 

 0  増 

→  1 

5 

 
休日保育事業 

（設置か所数） 

 0   増 

→   2 

 0  増 

→  1 

 2 

→  2 

 0   増 

→  1 

  1 

→  1 
 

6 
 
夜間保育事業 
   （設置か所数） 

 
 0  増 

→  1 
    

7 
 
病児・病後児保育事業 
   （設置か所数） 

 0   増 

→   1 

   1 

→  1 

 2 

→  2 

  1 

→  1 

  1 

→  1 

 0  増 

→  1 

8 
子育て短期支援事業 
【ショートステイ】 

（設置か所数） 

 0   増 

→   1 

   2 

→  2 

   2 

→  2 
   

9 
子育て短期支援事業 
【トワイライトステ

イ】 （設置か所数） 

 0   増 

→   1 

   1 

→  1 
    

10 
放課後児童健全育成

事業 （設置か所数） 
24   増 

→  34 

19  増 

   → 23 

26  

→ 26 

18  増 

   → 20 

 9  増 

→ 10 

 1  増 

→ 17 

11 
放課後子ども教室 

（設置か所数） 
 1   増 

→   3 

   7 

→  7 

13 増 

→ 15 

4   

→  4 

 6  増 

→  8 
 

12 
地域子育て支援拠点

事業 （設置か所数） 
 7   増 

→  11 

 3  増 

→  7 

 5 増 

→  8 

6  

→  6 

  5  

→  5 

  2  

→  2 

13 
ファミリー・サポー

ト・センター事業 
（設置か所数） 

  1 

→   1 

   1 

→  1 

1   

→  1 

1 

→  1 

 0   増 

→  1 

 0   増 

→  1 

※ 人口規模は、平成 21 年４月１日現在の推計人口による。 
※ 各欄の上段は基準年度（平成 21 年度）の状況。矢印で指す下段は、目標年度（平成 26 年度）の数値。 

※ 空欄は、基準年度～目標年度の間に取組む予定がないもの。 

- 96 - 

 



 参考資料  
 

【人口規模】 
３０万人以上（中核市）松山市 
１０万人～３０万人  今治市、新居浜市、西条市 
５万人～１０万人  四国中央市、宇和島市 
３万人～ ５万人  大洲市、西予市、八幡浜市、伊予市、東温市、松前町 
１万人～ ３万人  愛南町、砥部町、内子町、鬼北町、伊方町 

    １万人未満     久万高原町、上島町、松野町 
 

約 43 千人 約 39 千人 約 39 千人 約 35 千人 約 30 千人 約 24 千人 約 22 千人  

西予市 八幡浜市 伊予市 東温市 松前町 愛南町 砥部町 

 
 
 

1  
 1,066 

→ 950 

685 

→ 636 

 588 増 

→ 608

502 増 

→ 560

490  増 

→ 495

 720 

→ 498 

259  増 

→ 270

 
 
 

2  
3  増 

 →  4 

  1  

→  1 

4 

→  4 

 4 

→  4 

  1  

→ 1 

 3 増 

→  4 

 2  

→  2 

 
 
 

3  
1  

→  1 

 2  

→  2 

1   

→  1 

1 

→  1 

 1  

 → 1 

  1 

→  1 

 1  増 

→  2 

 
 
 

4  
 

 

 

      

 
 
 

5         

 
 
 

6         

 
 
 
７ 

 
    

 1 

→  1 

 1  

 → 1 
  

 
 
 

8   
  1 

→  1 
     

 
 
 

9         

 
 
 

10  
3   増 

 →  5 

6   増 

→  8 

9 増 

→ 10 

 5  増 

→  7 

  3  増 

→ 5 

 3  

→  3 

  3 

→  3 

 
 
 

11 
 
 
 

0  増 

 →  2 
 

1  

→  1 
 

 3  

→ 3 
 

 0   増 

→  1 

 
 
 

12 
 
 
 

  2 

→  2 

2 

→  2 

 1 

 →  1 
1  

→  1 

  1  

→ 1 

 3  

→  3 

 1  増 

→  2 

 
 
 

13 
 
 
 

  
 1 

→  1 
1 

→  1 

 1 

→ 1 
 

 0  増 

→  1 

※ 人口規模は、平成 21 年４月１日現在の推計人口による。 
※ 各欄の上段は基準年度（平成 21 年度）の状況。矢印で指す下段は、目標年度（平成 26 年度）の数値。 

※ 空欄は、基準年度～目標年度の間に取組む予定がないもの。 
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【人口規模】 

３０万人以上（中核市）松山市 
１０万人～３０万人  今治市、新居浜市、西条市 
５万人～１０万人  四国中央市、宇和島市 
３万人～ ５万人  大洲市、西予市、八幡浜市、伊予市、東温市、松前町 
１万人～ ３万人  愛南町、砥部町、内子町、鬼北町、伊方町 

    １万人未満     久万高原町、上島町、松野町 
 

約 18 千人 約 12 千人 約 11 千人 約 10 千人 約 7 千人 約 4 千人  
内子町 鬼北町 伊方町 久万高原町 上島町 松野町 

1 

 
通常保育事業 

（定員数） 
275 増 

→ 292 

350 

→ 295

204 

→ 200

95 

→ 80 

134 

→ 121 

126 

→ 86 

2 
 
延長保育事業 

（設置か所数） 

 0   増 

→  1 
  

  1 

→  1 
  

3 
 
一時預かり事業 

（設置か所数） 

  1 

→  1 

 0  増 

 →  1 

 0  増 

 →  3 

 0  増 

→  1 

  1 

→  1 

0 増 

→  1 

4 
 
特定保育事業 

（設置か所数） 
      

5 
 
休日保育事業 

（設置か所数） 
      

6 
 
夜間保育事業 
   （設置か所数） 

      

7 
 
病児・病後児保育事業 
   （設置か所数） 

      

8 
子育て短期支援事業 
【ショートステイ】 

（設置か所数） 
 

   1 

→  1 
    

9 
子育て短期支援事業 
【トワイライトステ

イ】 （設置か所数） 
      

10 
放課後児童健全育成

事業 （設置か所数） 
1 増 

→  3 

 0 増 

→  2 

1  増 

→  3 

  2 

→  2 

  1 増 

→  2 

 0 増 

→  1 

11 
放課後子ども教室 

（設置か所数）  
0 増 

→  2 
 

  1 

→  1 

  0 増 

→  3 
 

12 
地域子育て支援拠点

事業 （設置か所数） 
  1 増 

→  2 

 0 増 

→  2 

0  増 

→  1 

  2 

→  2 

0 増 

→  2 

  1 

→  1 

13 
ファミリー・サポー

ト・センター事業 
（設置か所数） 

      

※ 人口規模は、平成 21 年４月１日現在の推計人口による。 

※ 各欄の上段は基準年度（平成 21 年度）の状況。矢印で指す下段は、目標年度（平成 26 年度）の数値。 

※ 空欄は、基準年度～目標年度の間に取組む予定がないもの。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

えひめ・未来・子育てプラン（後期計画） 

愛媛県次世代育成支援行動計画＜後期計画＞ 
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